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いよいよ　第１０回　「石川中裁判」です

4月 24日(木)1:30から


　　　　　　　東京地裁八王子支部４０１号法廷

                           　　(JR八王子駅から７分・京王八王子駅から５分)

　　　　　　　　　　　　　　　　　1:00までに法廷前廊下にお集りください

延期になっていた第10回の「石川中裁判」が、4月24日(木)午後1:30から、八王子地裁で行われます。この地上から、理性の光が消え、20世紀に私たちが築き上げてきた文明が破壊されようとしています。　私たちは無力に思えます。しかし、地上のあらゆる独裁政権に都合よくもてあそばれている中東の人々に比べれば、私たちにはとるべき手段が残されているのではないでしょうか？　表現の自由を問うているこの「石川中裁判」に勝つことも、私たちにできることの一つであると思えます。傍聴に来てください。傍聴は、憲法で保障されている参政権の一つです。私たちは傍聴という行為を通して、「現・憲法」の精神を自分のものにできます。そして、「現・憲法」を一つ一つ自分のものとして体現してこそ、政府の[参戦]をはじめとする数々の憲法違反行為を、空洞化させることができるのではないでしょうか？　また同時にこの裁判の勝利は、教育基本法改悪阻止への道でもあります。私たちの力を一つにしましょう。
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石 川 中 裁 判　早わかり

処分に至るまでの事実経過・概略

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責　裁判担当　U＆F

1999年2月半ば、当時八王子市立石川中学校の教師だった根津公子さんは、卒業していく生徒に最後の授業で「指示待ち人間にならないよう、自分の頭で考えよう」というテーマの授業をしました。地下鉄サリン事件の新聞記事を引用し、自分の頭で考えるとはどういうことか、卒業式の｢日の丸・君が代｣についてはどうかという問題提起です。生徒たちは、３年間の学校生活の中で、部活の先輩との上下関係の中でいやだったこと、納得のいかなかったことなど、身近な自分たちの問題を幾つか出し合い、オウム事件は、特別なことではなく自分たちもオウムとあまり変わらないのかもしれないという内省的な思考の展開をみせました。さらに近く行われる自分達の卒業式のあり方、特に社会的に非常に関心の高い｢日の丸・君が代｣問題に、校長をはじめとする石川中職員がどのように対応してくれるのか、大人が自分の頭で考えることをしてくれるのか、という点に大きな関心寄せました。このことは、石川中学校の生徒たちにとっては、しごく当然のことだったのです。なぜなら石川中学校の従来の卒業式は、生徒たちの自主性を生かした創造的な卒業式で、卒業生たちは最後の学校行事として、教員・在校生とともに主体的に卒業式に関わり卒業していくのが慣例だったからです。石川中では｢日の丸・君が代に関しては、いかなる時間にもいかなる場所でも実施しない｣ということが職員会議で決定されていました。この職員集団合意の大前提のもとで、卒業式だけでなく体育祭・文化祭などの生徒たちの自主的自律的な教育が行われていたのです。このような教育は、日本国憲法・教育基本法・学校教育法などに則り民主的な教育を模索している全国各地の教師集団が、日常の多忙な教育活動の中から試行錯誤のうちに積み上げてきている方法のひとつなのです。

教育基本法第10条には、「教育は不当な支配に服することなく……」｢教育行政は、この自覚のもとに、教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標として行われなければならない。｣となっています。これは、教育行政が、現場の教員集団の意向を無視してその学校の教育内容に口を出し、人事や予算を盾に圧力をかけてはいけないということです。しかしながら、学校現場のこの民主的・創造的教育に対して、さまざまな形での圧力がかかってきているのが実情です。その踏絵的存在が｢日の丸・君が代｣であったことも事実です。学校という「生きている」場所では、教員はプリントの内容や自分の喋ることをいちいち校長に報告・承諾を受けるというようなことをしていれば、
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子どもは待ってくれません。校長を含めた教師集団の信頼関係があってこそ、責任ある教育ができるのです。根津さんは、この授業をするに当たって、上記のような社会情勢をかんがみ、このプリントを事前に校長に見せ了解を得ました。

　その後、このプリントは、どうなったのでしょうか？

2/19、全クラスの授業が終わったところで、その時点までは何も言わないでいた校長が突然「このプリントは授業で使わないように」とクレームをつけてきました。｢教育委員会から問い合わせが来た｣とのことでした。そして、校長は、多数の職員の意見を無視し、結果として自らの責任を免れるような形で根津さんに関する報告書を市教委に提出しました。3/10、八王子市議会予算委員会で高木順一議員は、根津さんを｢指導力に問題がある｣｢直接授業に参加できないようなかたちをとっていただきたい｣と批判する発言をしました。そして、その議場で「（このことを）読売新聞に書かせることにした」と発言していたことが、他の議員によって確認されています。これを、政治権力の介入でなくてなんと言えばいいのでしょう。3/10、読売新聞は、この授業を批判した記事を載せました。その後、3/12と3/15根津さんは、２度にわたって市教委から事情聴取を受け、和田信行主幹から「3/19の卒業式で国旗国歌をどうするつもりか。校長の命令に従わないつもりか。子どもたちはどう動くか」などプリントとは関係のないことを訊かれました。そして、3/19の石川中の卒業式には、突然、高木順一市議が出席しました（後になって校長の独断で呼んだことが判明）。3/26、高木議員は第１回八王子市定例議会で、根津さんを誹謗中傷する発言をし、石川中学校の卒業式を批判し、さらには特定の生徒の名誉を傷つける人権侵害的発言をしました。その時、和田主幹は「厳重に処分して参りたい」と答弁、続いて6/15、第２回定例市議会で、根津さんのことについて「東京都教育委員会には厳重な処分がなされるよう強く今後も求めていきたい」とも答弁しています。結局、8/30、八王子市教委は、根津さんに「訓告」処分の文書を手渡しました。その時、根津さんとの応答で和田参事は、「市教委はプリントが『学習指導要領に逸脱している』と考えたが、都教委は資料そのものを判断して処分には至らないと判断した。学校長には事前に見せているので、それについては判断しなかった」「市教委も現在は『処分するには至らない』と思っている」「（和田参事自身は）（学習指導要領を）逸脱したと思っている」というような発言をしています（今回の訴訟に至ってこれをすべて否定していますが…。）

その後、10/3、校長は根津さんだけに対する「プリント提出職務命令」や「授業監視」などの差別的管理の暴挙に出ました（後に市教委の圧力があったことが判明）。が、あまりにも異常な事態に立ち上がった職員や生徒たちの力で、これは凍結になりました。以降、多摩市多摩中へ強制異動となった根津さんが、多摩市教委や地元の一部勢力による謀略的人権侵害を受け続けていることは、既に多くの方がご存じの通りです。以下略。
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裁 判 の 経 過・概 略

★第１回　2001年4月12日　　　 裁判官　廣田民生氏・鈴木秀行氏・山田直之氏　　　　　　　　　

原告・根津さん側――訴状提出　及び、本人意見陳述

……教師の授業内容自体を捉えて処分することは、教育行政の違法な支配・介入であり処分は不当である。憲法13条、憲法21条、憲法23条、憲法26条、教育基本法１条、教育基本法10条、違反である。

★第２回　　2001年5月31日

被告・八王子市側――準備書面(1)（訴状に答えたもの）提出

……原告の使用したプリントは、中学校学習指導要領から逸脱している。

★第３回　　2001年8月23日　　　　　　　　　　　

原告・根津さん側――成嶋隆教授(新潟大学)意見書提出

学習指導要領の法的拘束力などについて、……日本国憲法、及び準憲法としての性格を持つ教育基本法の趣旨からすると、平和で自由で民主的な社会が成立するためには教育の力が重要であり、そのためには、教師の教育活動の自由が必要である。校長が教員の具体的教育活動に対して職務命令を発することは、憲法、教育基本法、学校教育法に照らし違法である。学習指導要領とは、教育基本法→学校教育法→学校教育法施行規則という「法令規制の連鎖」によって文部科学大臣によって出される告示である。学習指導要領には法的拘束力はなく、その内容自体も「教育課程の枠外にあたる大綱的」なものでなければならぬ。根津さんの授業は現行の指導要領の「大綱的基準」の範囲内にあることは明白であり、処分は違法である。……

被告・八王子市側――準備書面(2)提出 

…… 簡単なものでなんら論説的なものではない。「……学習指導要領に逸脱……」

★第４回　　2001年11月8日　　　　　　　　　

被告・八王子市側――準備書面(3)提出　

…学習指導要領は法的拘束力があり、…（日の丸・君が代）は学校で教え強制してよい。……原告の授業は、これらの目的からみると、適切でない。

★第５回     2002年1月24日　　　　　　　

原告・根津さん側――高嶋伸欣教授（琉球大学）意見書(1)提出

…2000年代の新教育課程は……考えることを中心とした学習、思考力育成を重視する学習へ転換をめざすものであることを、文部科学省は明確に提示してきている。

　…根津教諭が３年生の最後の授業で「考えましょう」と生徒に呼びかけたのは、社会情況の変化に対応した学校教育の新しい役割を的確に読み取った上での、創意工夫の妙を発揮したきわめて適切な授業展開であったと評価される。その一方で、前述の和田参事の場合は、こうした社会の時代の変化にほとんど対応できないまま旧態依然の認識を
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もって根津教諭への公権力の行使に主導的役割を果たしたとすれば、その責任は重大である。この点で見る限り、同参事が現場教師に対する指導的立場にあることに関して、その資質と能力などの適格性についても疑問を覚えざるを得ない。……

★第６回     2002年4月11日     裁判官　合田智子氏　井沢文子氏　山田直之氏

被告・八王子市側――準備書面(5)提出  　

訓告処分は学習指導要領の個々の内容に反しているということはなく、……全体として学習指導要領を逸脱した授業である……と八王子市側は処分の根拠そのものを変えた。

原告・根津さん側――西原博史教授(早稲田大学)意見書提出　

　…教師の教育の自由というものは、子どもの教育を受ける権利を満たすために必要なものである。最高裁判所も、旭川学力テスト判決の中で、教師の専門的裁量に基づく第一次判断権を認めており、根津さんの授業は、子どもの思想・良心を形成する上で必要な活動であった。それに対して統制を及ぼす教育委員会の姿勢こそ、子どもの思想・良心形成に対する違法な干渉である…

★第7回       2002年6月27日　
原告・根津さん側――根津さん本人の陳述書(2)、準備書面(6)、高嶋教授意見書(2)を提出

高嶋教授意見書(2)……被告側が前回の準備書面で訓告処分の理由を変えてきたことは、自ら処分理由を放棄したものである。被告側は、本件訓告処分の[法妥当性]の最大の論拠を自ら破綻させながらも、校長と教育委員会には一切の誤りなどありえないとの無謬論を振りかざしている……

★第8回       2002年9月12日　

被告・八王子市側――準備書面(6)提出

前回の根津さん側の準備書面(6)の各所にわたって事実を否認。さらに、……原告の行為は学習指導要領の趣旨を逸脱している…と、処分の法的根拠の３度目の変更をしてきた。
★第９回       2002年11月28日　　　　　　　

原告・根津さん側――高嶋意見書(3)提出

……文書訓告の根拠がこのよう大幅に揺らいでい

ること自体、公権力行使の公正さを疑わせるもの

である。……（学習指導要領は）教育課程の最小

限度の基準[旭川学力テスト最高裁判決]である。

……文部科学省自身が[最低基準]であって…従来

の[基準]とする説明は誤りであると明確に認めて

いる。…にもかかわらず、…被告八王子市教育委

員会は、旧来の誤った解釈に基づいて…被告側の

遵法の姿勢はいかがなものか…。
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公　開　要　請　書　②

東京地方裁判所八王子支部民事第三部御中　　　　　　　2003年3月10日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川中裁判を支える会　　

　わたしたちは、民事第三部で係争中の平成13年（ワ）第443号損害賠償請求事件における原告を支援し、裁判を傍聴しているグループのメンバーです。2002年11月8日付けで、貴裁判所に苦情を提出させていただきましたが、それに対して、貴裁判所から全く回答がありません。しかし、2002年11月28日の公判においては、わたしたちの苦情が全く無視されただけでなく、裁判官は一人の傍聴人の着衣を問題にして、裁判を大幅に遅延させました。わたしたちは、貴裁判所のこのような訴訟指揮のあり方について、傍聴人と原告の権利を不当に損なうものであると考えております。したがいまして、再度、質問と要望を提示して、この件について早急な解決を求めたいと思います。

　まず、苦情処理の性質についてです。前回わたしたちは、日本国憲法の原理から、裁判官の訴訟指揮権は全くの裁量行為でないことを主張し、思想良心の自由や表現の自由を制限するためには、法廷の秩序を乱す具体的な恐れを説明する責任が裁判所にあることを主張いたしました。それに対して全く回答をせずに、再び「強制反対・日の丸・君が代」のTシャツ着用を認めない裁判所の行為は、憲法上、どのように正当化できるのでしょうか。

　公権力が人の権利を制限するときには、最低限、理由を告知し、弁明をする機会を与えなければならないというのは、「法の支配」のコンセプトの基本的要件であるはずです。これは、権力の「説明責任」というコンセプトとも関連します。「説明責任」というコンセプトは、権力が人の権利を制限するときに、理由を説明し弁明の機会を与えることによって、自らの権力行使を正当であると主張することができる、という考えです。それを果たすことのできない権力行使は「恣意的（arbitrary)）であり、そのような権

力行使は民主社会においては許されないというのが、「法の支配」や「説明責任」であ
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るはずです。「法の番人」であるはずの裁判官が、市民にそれを保障しない場合、私たち市民の権利は誰が保障してくれるのでしょうか。

　苦情処理は、裁判所がその責任を果たすための制度であるはずです。そうでなければ、この制度には全く意味がありません。わたしたちは、この制度を有効に利用するために前回苦情を申し立てました。それに対して全く回答をしないということが制度の趣旨から適切なのかどうか、非常に疑問があります。「苦情には答えるも答えないのも法的には自由裁量だ」というお考えかもしれませんが、戦後半世紀を経て、そのような恣意的な権力行使は違法であるということがコンセンサスになるところまで、日本社会は成熟しているはずです。従いまして、再度、貴裁判所にお願いしたいと思います。どうして、Ｔシャツ着用が法廷の秩序を乱すことになるのか、具体的に説明していただけませんか。もし、回答がない場合、わたしたちは、国家賠償請求の訴訟を提起するか、マスコミを通して広く世間に訴えるかいずれかの 手段を取らざるをえません。それは全くわたしたちの本意ではありません。問題になっているのは、傍聴人の権利であるという事態に鑑みて、今回こそは回答下さるように切にお願い申し上げます。

　次に、裁判所の規制を免れてTシャツ着用のまま入場してしまった場合の裁判所の措置について要望したいことがあります。前回、裁判官は原告および訴訟代理人に説得を要請しました。しかし、原告とわたしたち支援者は別人格ですから、裁判官が原告に仲裁を求めるのは筋違いであり、仲裁に失敗した場合、原告に対する心証が悪くなることも考えられます。ですから、原告もしくは訴訟代理人と交渉することはやめて、直接、当該Tシャツ着用者と交渉すべきです。前回のように、傍聴人のTシャツ着用を理由に裁判の開始を著しく遅らせることは、憲法32条で保障される、原告の裁判を受ける権利を著しく侵害するものであると考えます。

　わたしたちは、決して裁判を妨害する気はありません。自分の思いをプリントしたTシャツを着用したいだけのことです。そのような市民のささやかな行為をどうして裁判所は認めてくれないのか、納得のいく説明をして欲しい、ということだけです。日本国が民主主義に基づく国家であり、裁判所が「法の支配」の体現者であるならば、わたしたちの要望をお聞きいただけるはずだと確信しています。裁判は「正義」を保障する場です。民主主義社会の「正義」に対する市民の信頼に答えるのが「法の支配」を実現する裁判所の役割であると考えます。わたしたちの要望にお答え下さるよう、何卒よろしくお願いいたします。　　　　　　　　　　　　　　
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特集　　

2003年 教育の現場　　

【自己申告書】による教師支配　三つの例

　例１　　ある高校教師の場合　　　　　　　　舛田妙子さん取材レポート　
初めてＣ先生にお目にかかったのは、根津さん裁判傍聴後の公園内でした。辺りはもう暗くなっていたのに加えて、ご職業柄、色が黒い（失礼！）方なので、ほとんど顔を覚えていませんでした。ご多忙中会っていただけることとなり、約束の場所で待っている間、『人物の特定』 ができるかどうか不安でしたが、現れた途端　「あっ！この人だ。」 とわかりました。スポーティーな上下（トレーナーとトレーニングパンツ）に身を包み、精悍なお顔に人懐っこい笑顔を浮かべて・・・　なんとも　存在感のある方でした。定時制高校を皮切りに３５年間の教師生活、いろんなことがありました。「なぜ、教師に？」の質問に、「 母の影響です。」 母上は、「学校にいるうちは平等だけど、社会に出たら絶対に平等じゃないのよ。公務員を除いてね。」 とおっしゃったのだそうです。（この親にしてこの子あり）うら若き２０代の頃に定時制勤務でしたから、子育てが大変！　近所の方の支援を受けながらの二重保育で乗り切ったそうです。全日制に転勤し、現在の高校には９年目となります。ご多分に漏れず日の丸・君が代問題では、「強制反対・日の丸・君が代」のオブジェクションＴシャツ を着て卒業式前日の準備に臨み、生徒たちにインパクトを与えたとか…。

さて、今日のメインテーマは【自己申告書】です。

【自己申告書】って、何？　教師の教育目標、目標達成の具体的方法、その成果などを“自分で書いて提出する”書類のこと。学期毎に提出させられるということで、３年前から導入されました。　まず、校長から用紙１枚とコピー（下書き用）を一学期の始めに渡されます。“一般”の教師は、このコピー用紙のほうに自分で書いて校長に提出します。その後、管理職による授業観察があり、それに基づく面接が待っています。この面接では、表現の仕方や言葉遣い、過激な文章などにチェックを入れられ、言われたとおり書き直してＯＫがでたら本物の用紙に記入し再提出するわけです。この提出した【自己申告書】により、特昇が決まり、近々ボーナスもそれで査定されるのですが、ナント、提出した本人たちには判定結果の開示は一切なく、昇給がストップしたり、人よりボーナスが低かったりした場合の理由の説明すらないのです。Ｃ先生のお母さんが｢男女平等｣だと言ったことは、崩されてしまったのです。これがＣ先生の逆鱗に触れたのですね。
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さあ、Ｃ先生はどうしたか？

この制度が導入された年、１年生を担任していました。その生徒たちの卒業を見まもりたかった為に、２年間は黙って提出したのでした。何故かと言うと、【自己申告書】の裏には『異動希望記入欄』があり、異動したくない旨を記入しないと、管理側の思うままに異動させられかねないからです。しかし、ころんでも只では起きないＣ先生は、最初から本物の用紙にボールペンで記入して提出しました。校長：「こういう書き方をするとＣ先生のためにならないよ。」Ｃ先生：「【自己申告】だから間違っていようと、不充分だろうとかまわない。」『自由意見欄』 には、教育行政の悪口をさんざん書きました。授業観察も「教室に来ないでください。もし来たら生徒たちに、なぜ校長先生たちが観察にきたかを全部話しますよ。」と“脅し”、来させない事に成功（！）しました。

　そして３年目の今年、Ｃ先生は【自己申告書】を提出しませんでした。今までまがりなりにも出していたのに、どうして？　と校長は慌てます。校長：「今年だけ、どうして？　去年も一昨年も書いて“くださった”のに……？」Ｃ先生：「もう、担任した生徒たちは卒業するから、あとはどこへ飛ばされようとかまわない。」　Ｃ先生は、授業観察予定表（職員室の中に張ってある）の自分の欄に、はっきりバッテンを入れました。そんなことをしたのは、40人余りの彼女の職場で彼女一人……。面接も「（毎日会っているのに）話す事なんかない」と言ったら、“提出しない事”について話そうと言われたとか。「 もう、どうでもいいからあなた方の好きにしてくれ！」と言ったら、教頭がわざわざ職員室に来て、拉致するように校長室へ連行されました。「異動希望はないけれど、異動させたいのはそっちのほうなんだから、勝手にやれば！って、言ってやりました。」 世間でレベルが低いと評価されている学校とか、荒れている学校などに異動するならかまわない、生身で生徒たちと取り組むことは楽しいから……とは、なんと頼もしいお言葉！

　他にも、定時制の頃の事や組合の話、混合名簿、生い立ち、そして今後の教育現場についてなど、本当に興味深い実体験とご意見を聞かせていただき、２時間にわたる逢瀬は終了となりました。

例２　　　押し付けられる【自己申告書】　　　　　　　　　　拾った話　

「こっちの気持ちも考えずにどんどん押しつけられるってさぁ、たまんないわよね！　やられてみないとわからないもんなのよね。私だって、生徒にずいぶん押しつけているんじゃないかと思うわ。生徒もそういう時、ホントにいやなんだろうナと反省してるわ」
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と、Ｍさんは印刷用の紙をほぐしながらしゃべっている。自分の心に向かって話しているみたいだ。「えっ、なんのこと？」と私。「この間、校長が横に来てさぁ、『Ｍさん、【自己申告書】出して下さい』って、言うのよ。私が『出しません』って言ったら、『私が困ります』だって。だから私、『私も困ります。一緒に困りましょう』って言ってやったわ。出さなきゃ、私は給料どんどん下げられるんだからね。向こうがやる私の評価なんてＣでもＤでもＥでも、なんでもいいけどさ。なんで私が出さないでいるのかなんて考えてもみないんだろうね、ああいう人たちは……。」「そうなのよね。教員全体の給料の枠を変えないでおいて、私たちの削った分をＡの人たちに持っていってるんだから……。教育委員会の評価ばっかり気にする教師だらけになるわよ。」と手を休めず印刷機の調子を見ている別の友。　

2003年１月・「石川中裁判を支える会」の｢ほうせんか｣の印刷をしながら。

　

例３　　　不利益差別をうけながらも　　　　　　　　　　　拾った話

窓の外には冬枯れの景色が流れていた。

｢君の勇気がなくなるのではないかと心配なんだよ、って言われたのよ｣と、突然、隣の席の彼女が言った。「えっ、なんのこと？」と、私。「私が就職したばっかりの頃……。担任の生徒を怪我させちゃったの、私。跳び箱でね。鎖骨を折っちゃったの。その時の校長さんがね、保護者には教頭と一緒に行って謝ってきたから君は心配しなくていいんだよ、って言ってくれたの。それより、君の勇気がなくなってしまうことのほうが、僕は心配だよって……言われた」「………」彼女の頭の中からはいつも子どもたちのことが離れない。【自己申告書】を出さないで不利益差別を受けながら、教員を続けている。「私も、最初の頃、信念をもってやりなさいって、言われたわ」と向かいの座席の友人。２００３年冬。列車の中。

東京では数年前から教職免許も無い民間企業の経営者が校長になって『効率のよい教育』を命じている。子どもが製品にされてしまう。
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教教育基本法[改悪]を阻止しましょう

　　　　　　　　　　　　　石川中裁判を支える会

今国会で政府・与党は教育基本法を全面的に改悪しようと目論んでいます。その改悪の中心は前文の削除または改悪と10条≪（教育行政）教育は、不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきものである≫の抹殺であり、子どもたちを再び「国家の命令に従順に、戦場へ喜んで参加」させるよう仕向けることです。戦前教育関係者は文部省の方針の下、〈天皇のため〉特攻隊志願を押しつけ『20才過ぎての人生はないと思え』と訓導しました。

　敗戦後、私たちは日本国憲法で「国権の発動たる戦争は……これを永久に放棄する」（第9条）と全世界に誓い、その世界の平和と人類の福祉に貢献するのには「根本において教育の力にまつべきもの」（前文）と教育基本法を制定し、個人の尊厳を重んじ｢真理と平和を希求する人間の育成｣を教育の柱としてきました。

　この精髄を根本的に否定し、「愛国心」、｢公共心｣や｢伝統｣の尊重という名のもとに、再び戦争への道を、未来の日本と子どもたちに、辿らせようと謀っているのが教育基本法｢改悪｣なのです。

　改悪基本法が通ったのちには、すでに｢日の丸・君が代｣法制下で失われようとしている「思想・信条の自由」や「表現の自由」、「学問の自由」は学校から消滅してしまい行政の介入がまかり通っていくでしょう。異を唱える教員は「指導力不足」者として現場から追放されることでしょう。

　次に登場するのは平和憲法（特に第9条）の改悪であり徴兵制の復活です。そして「日本国国軍」の名の軍隊は、事実上「アメリカ」政府の配下として、その命令を受け他国の人々を殺戮する道具に成り果てるのではないでしょうか。

　私たちは決して教育基本法の改悪を許してはなりません。明るい平和な未来を希う私たちは固く手をとりあって反対の声をあげ、可能な限りの闘いを展開していこうではありませんか。

　今係争中の石川中裁判は、教育基本法に則っての教育活動に対する行政側の露骨な介入を問うことに他なりません。この裁判に勝利することは教育基本法を生かすことです。

                                 11

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　教育基本法(一部抜粋)                 昭和22年3月31日施行

　われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の実現は、根本において教育の力にまつべきものである。

　われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するとともに、普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす教育を普及徹底しなければならない。

　ここに、日本国憲法の精神に則り、教育の目標を明示して、新しい日本の教育の基本を確立するため、この法律を制定する。

第１条（教育の目的）教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたっとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。

第２条（教育の方針）教育の目的は、あらゆる機会に、あらゆる場所において実現されなければならない。この目的を達成するためには、学問の自由を尊重し、実際生活に即し、自発的精神を養い、自他の敬愛と協力によって、文化の創造と発展に貢献するように努めなければならない。

……略……

第１０条（教育行政）①　教育は不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきものである。

2 教育行政は、この自覚のもとに、教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標として行われなければならない。

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★

2003年度会員更新手続きありがとうございます　　　　事務局
会員の皆様、日頃のご支援ありがとうございます。2003年度会員更新手続きの時期になりました。既に手続きをなさってくださった方々には、紙面にてあらためて御礼申し上げます。まだの方には、引き続き継続の

お願いを申し上げます。振込み用紙を同封さ

せていただきました。不明の点がありました

ら恐れ入りますがお電話を下さい。事務局の

不手際もあると思います。よろしくお願いい

たします。また、お近くの友人・知人に「石

川中裁判を支える会」の新規入会を呼びかけ

てみてください。　
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石川中裁判では、何人かの傍聴者が、オブジェクションＴシャツを着ての入廷を認められていません。そのために、傍聴できなかった者が出ました。


石川中裁判を支える会では、2002年11月8日、裁判所当局の柔軟な対応を期待して、公開要請書を送りました。が、事態は改善されていません。また、開廷そのものが大幅に遅れるという事態にもなっています。そこで２月の拡大事務局会議では、再度、公開要請書を出すことが決まり、3月10日、配達証明書つきで裁判所に郵送しました。











2003年3月13日の石川中裁判を支える会の拡大事務局会議では、政府与党の教育基本法改悪の動きに強く反対であることを確認しました。


皆さんに反対を訴えます。下記のアッピール文は文部科学省にも郵送しました。














「裁判官は訴える」! 私たちの大疑問　　　日本裁判官ネットワーク著　　　講談社


「裁判官だってしゃべりたい！」　　　日本裁判官ネットワーク著　　　日本評論社


　日本は、裁判官の数が極めて少ない国です。3000人たらず。国民一人当たり


　42000人に一人という数。　憲法の番人の仕事をするには、十分な時間的保障を。


　まずは、ご一読を！








